
総社市告示第１１号 

 

総社市認知症見守りＧＰＳ購入費等助成事業実施要綱（平成２９年総社市告示第１６号）の一部を次のように改正する。 

 

令和４年３月２３日 

 

総社市長 片 岡 聡 一 

 

次の表の改正前の欄中条及び号の表示に下線が引かれた条及び号（以下「移動条号」という。）に対応する同表の改正後の欄中条及び号の表示に下線が引

かれた条及び号（以下「移動後条号」という。）が存在する場合には，当該移動条号を当該移動後条号とし，移動条号に対応する移動後条号が存在しない場

合には，当該移動条号（以下「削除号」という。）を削り，移動後条号に対応する移動条号が存在しない場合には，当該移動後条号（以下「追加条号」とい

う。）を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条の表示及び削除号を除く。以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分

（条の表示及び追加条号を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には，当該改正部分を当該改正後部分に改め，改正部分に対応する改正後部

分が存在しない場合には，当該改正部分を削り，改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には，当該改正後部分を加える。 

 

改 正 後 改 正 前 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，認知症高齢者等の徘徊による事故を未然に防止すると

ともに，安全を確保するため，ＧＰＳ機器の購入費等を助成することによ

り，その家族の経済的及び精神的負担の軽減を図り，安心して介護ができ

る環境を整備することを目的とする。 

 

 （定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定

めるところによる。 

 (１) 認知症高齢者等 ６５歳以上の者又は介護保険法（平成９年法律第１

２３号）第７条第３項第２号若しくは同条第４項第２号に該当する者で

あって，記憶障害，失見当等のある状態にあるものをいう。 

 (２) 徘徊高齢者等 徘徊が認められる認知症高齢者等であって，市内に住

所を有し，かつ，居住する者をいう。 

 (３) ＧＰＳ機器 主たる機能が，ＧＰＳ（全地球測位システム）により遠

隔地から所在位置を探索するための情報を発信するものである，携帯型

 

（目的） 

第１条 この要綱は，認知症高齢者等の事故を未然に防止し安全を確保する

ため，ＧＰＳ（全地球測位システム）を活用した専用端末装置及び付属機

器（以下「装置」という。）の利用に係る初期費用を助成することにより，

その家族の経済的及び精神的負担の軽減を図り，安心して介護ができる環

境を整備することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 改 正 前 

の端末（携帯電話を除く。）をいう。 

（助成対象者） 

第３条 助成対象者は，市内に住所を有し，徘徊高齢者等を在宅で介護して

いる同居の家族とする。 

 

 

 

 

 

（助成対象経費） 

第４条 助成対象経費は，ＧＰＳ機器の購入又は貸借に係る次に掲げる費用

とする。 

 (１) ＧＰＳ機器本体及び付属機器の購入代金 

 (２) 徘徊による事故を未然に防止するとともに，安全を確保することが見

込まれる，前号の機器の購入時に併せて購入する附帯機器の購入代金 

 (３) 前２号に規定する機器を貸借する場合における，契約に必要となる加

入手数料及び登録手数料 

２ 助成は徘徊高齢者等１人につき１回限りとする。 

 

（助成額） 

第５条 略 

（申請） 

第６条 助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，ＧＰＳ機

器を購入又は貸借する前に，総社市認知症見守りＧＰＳ購入費等助成申請

書に見積書を添えて，市長に提出しなければならない。 

（助成決定等） 

第７条 市長は，前条の申請があったときは，その内容を審査の上，助成の

適否を決定し，当該申請者に対し，総社市認知症見守りＧＰＳ購入費等助

成決定（却下）通知書により通知するものとする。 

（請求及び支給） 

第８条 前条の規定により助成の決定を受けた者は，ＧＰＳ機器の導入後速

やかに，総社市認知症見守りＧＰＳ購入費等助成金請求書に，領収書又は

契約書等の請求額を証する書類の写しを添えて，市長に提出しなければな

 

（助成対象者） 

第２条 助成対象者は，次の各号のいずれかに該当する者（以下「徘徊高齢

者等」という。）を在宅で介護している同居の家族とする。ただし，助成

対象者及び徘徊高齢者等は，市内に住所を有し，かつ，居住するものに限

る。 

(１) ６５歳以上であって認知症による徘徊が認められるもの 

(２) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７条第３項第２号又は同条

第４項第２号に該当し，認知症による徘徊が認められるもの 

（助成対象経費） 

第３条 助成対象経費は，装置の購入又は貸借に係る初期費用とする。 

 

 

 

 

 

 

２ 助成は徘徊高齢者等１人につき１回限りとし，装置の破損又は紛失等に

よる再購入費用等は，助成の対象としない。 

（助成額） 

第４条 略 

（申請） 

第５条 助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，装置を購

入又は貸借する前に総社市認知症見守りＧＰＳ購入費等助成申請書に見

積書を添えて，市長に提出しなければならない。 

（助成決定等） 

第６条 市長は，前条の申請があったときは，その内容を審査の上，助成の

適否を決定し，申請者に対し総社市認知症見守りＧＰＳ購入費等助成決定

（却下）通知書により申請者に通知する。 

（請求及び支給） 

第７条 前条の規定により助成の決定を受けた者は，当該装置の導入後速や

かに，総社市認知症見守りＧＰＳ購入費等助成金請求書に領収書又は契約

書等の請求額を証する書類の写しを添えて，市長に提出しなければならな



改 正 後 改 正 前 

らない。 

２ 市長は，前項の請求書を受理したときは，内容を審査の上，助成金を支

給するものとする。 

（助成金の返還） 

第９条 略 

（その他） 

第１０条 略 

 

い。 

２ 市長は，前項の請求書を受理したときは，内容を審査の上，助成金を支

給する。 

（助成金の返還） 

第８条 略 

（その他） 

第９条 略 

 

 

 附 則 

 この告示は，令和４年４月１日から施行する。 


